
1株当たり配当金（円） 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）

第1
四半期末 中間期末 第3

四半期末 期末 年間 （百万円） （％） （％）

2013年3月
－ 4.00 － 4.00

（予想）
8.00

（予想）

2012年3月 － 4.00 － 4.00 8.00 775 53.9 2.0

2011年3月 － 4.00 － 4.00 8.00 787 23.7 2.0

社 名 バンドー化学株式会社
Bando Chemical Industries, Ltd.

創 業 1906年（明治39年）4月14日
設 立 1937年（昭和12年）1月7日
本 社 事 務 所 神戸市中央区港島南町4丁目6番6号

TEL（078）304-2923
従 業 員 数 1,326名（平成24年9月30日現在）
ホームページアドレス http://www.bando.co.jp

東京支店、名古屋支店
加古川工場、南海工場（大阪府泉南市）、和歌山工場、足利工場
生産技術センター（神戸市）、R＆Dセンター（神戸市）、伝動技術研究所（和歌山県）

■ 配当状況

■ 会社概要

■ 事業所

h t t p : / / w w w . b a n d o . c o . j p

本データの記載内容は、平成25年３月期第３四半期決算短信に基づき作成しております。
なお、その後に公表される可能性がある訂正情報や業績予想の修正情報については、本データの
記載内容には反映されません。

■ 株主メモ

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

期末配当金受領株主確定日

中間配当金受領株主確定日

株 主 名 簿 管 理 人 
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先

 
 
公 告 掲 載 新 聞

上 場 取 引 所

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月

毎年3月31日

毎年9月30日

 三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部 
〒541-8502　大阪市中央区伏見町3丁目6番3号 
TEL（通話料無料）　0120-094-777

日本経済新聞・神戸新聞

東京（第1部）・大阪（第1部）

〈ご注意〉
1．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原

則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱
UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託
銀行）にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店でもお取次ぎい
たします。

3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いたします。

料金後納
郵 便

濡れている場合は乾かしてから
はがしてください開く

まずこちらを

株主の皆様へ
平成25年3月期 第3四半期（連結）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
☎０１２０ｰ０９４ｰ７７７（通話料無料）

株主名簿管理人
事 務 取 扱 場 所

〒５４０ｰ８６９４　大阪東郵便局私書箱第４５５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

返 送 先



通期　 第3四半期

株主の皆様へ 2013年２月
バンドー化学株式会社

平成25年3月期第3四半期（連結）の概況

営業利益 （百万円）売上高 （百万円）

経常利益 （百万円） 四半期（当期）純利益（百万円）

■ 経営成績

詳細につきましては、当社ホームページ「株主・投資家の皆様へ」掲
載の「平成25年3月期第3四半期決算短信」をご覧ください。（ ）

経常利益

（前年同期増減率 9.3％）

3,431百万円
四半期純利益

（前年同期増減率 351.8％）

1,919百万円

売上高

（前年同期増減率 △1.4％）

64,579百万円
営業利益

（前年同期増減率 △8.5％）

3,008百万円

開く

　平成25年3月期第3四半期累計期間（連結）の概況をお届けいたします。
　当第3四半期連結累計期間における世界経済は、米国において自動車販売台数
の増加や失業率の改善、住宅着工件数の改善など緩やかな回復基調が見られる
ものの、欧州においては債務危機による景気低迷が長期化し、中国やインドな
どの新興国においては成長に陰りが見られるなど、総じて先行きの不透明感が
強まるなかで推移いたしました。また、国内経済は震災復興需要による景気の
下支え効果はあったものの、エコカー補助金の終了による反動などで個人消費
が伸び悩んだことに加え、長引く円高による輸出環境の悪化とともに、日中間
の摩擦により中国向け輸出が減少するなど、世界経済の不透明感と相まって厳
しい状況で推移いたしました。
　こうした状況の下、当社グループは、国内外市場での販売拡大やコスト競争
力の強化に注力するとともに、需要変動に応じて機敏かつ柔軟に各種の施策を
鋭意展開してまいりました。
　これらの結果、当社グループの第3四半期累計期間（連結）の業績は、次頁

（右記）以降のとおり前年同期比では、売上高は減収、営業利益は減益となった
ものの、経常利益、四半期純利益は増益となりました。また、長期化する欧州
経済低迷の影響、中国における自動車メーカーの一時的な減産やOA機器メー
カーの更なる減産の影響、不透明な経済状況に伴う設備投資抑制による国内機
械設備メーカーの減産などの影響を総合的に検討いたしました結果、通期の業
績見通しの下方修正を行うことにいたしました。
　なお、配当金につきましては、収益状況を配慮しつつ、安定した利益配当を
行う方針のもと、前期同様、1株あたり年間8円（うち中間配当金として4円は
実施済）を予定しております。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご指導ご支援を賜りますよう、お願
い申しあげます。

■ 事業のセグメント別売上高の状況

伝動事業

マルチメディアパーツ事業

産業資材事業

化成品事業

その他

41,138百万円

6,050百万円

13,008百万円

3,411百万円

970百万円

（前年同期増減率 1.7％） （前年同期増減率 △7.9％）

（前年同期増減率 △13.0％） （前年同期増減率 △12.7％）

（前年同期増減率 △2.1％）

代表取締役会長 代表取締役社長

■ 平成25年3月期（通期）の連結業績予想
（平成24年4月1日〜平成25年3月31日）

（％表示は、対前期増減率）
通　　　　期

11月2日発表数値 2月5日発表数値

売 上 高 85,000百万円
（△1.6％）

84,500百万円
（△2.2％）

営 業 利 益 5,000百万円
（9.4％）

3,900百万円
（△14.7％）

経 常 利 益 5,000百万円
（13.8％）

4,200百万円
（△4.4％）

当 期 純 利 益 3,200百万円
（122.2％）

1,900百万円
（31.9％）

1株当たり当期純利益 34円00銭 20円19銭

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　平成24年11月2日に公表した業績予想を修正いたしました。詳細につきまし
ては、当社ホームページ掲載の平成25年2月5日付「業績予想の修正に関するお
知らせ」をご覧ください。


